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遠野市建築物等木材の利用促進方針 

 

 遠野市公共建築物木材利用促進基本方針（平成 25 年２月 14日適用）の全部を改正する。 

 

遠野市（以下「市」という。）では、昭和 60 年に建設省による地域住宅計画（Housing With Proper 

Environment）、いわゆる遠野市ＨＯＰＥ計画の策定以降、大工町通りの木を活かしたまちづくり整

備をはじめ、小中学校校舎・体育館、市営住宅等公共施設の木造化に一貫して取り組んでいる。 

また、この施策を実現するため、地域内の川上から川下までの木材関連産業を団地に集積した遠

野地域木材総合供給モデル基地を整備し、製材から部材加工まで行うことができる体制が整ってい

る。平成 17 年には木造公共建築物普及研究会による公共建築物の整備指針に係る報告書を取りまと

めるなど、ハード及びソフト両面における公共施設木造化の先進的な取り組みを進めてきた。 

平成 26 年には遠野市新エネルギービジョンを策定し、木質バイオマスエネルギー等の導入につい

て推進していくこととし、遠野市地球温暖化対策実行計画（令和６年策定予定）においても積極的な

再生可能エネルギーの導入を推進し、木質バイオマスエネルギーの活用に取り組むこととしている。 

 市の総面積の約 83％が森林で占められ、戦後植林されたものが多く、市内の森林は成熟期を迎え

ており、この豊富な森林資源を活用し、森林循環を通じて森林の二酸化炭素吸収作用を強化するこ

とでカーボンニュートラルの実現の貢献に寄与するため、遠野市建築物等木材の利用促進方針を定

め、快適な公共空間の提供、さらには地域経済の活性化等を図っていく必要がある。 

 

第１ 目的 

   この方針は、「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関

する法律」（平成 22 年法律第 36 号、以下「法」という。）第 12 条第１項の規定に基づき、岩手

県県産木材等利用促進基本計画及び同行動計画に即し、「遠野市建築物等木材の利用促進方針」

を定め、健全な森林の育成、循環型社会の構築、地球環境の保全、林業・木材産業の振興に資す

ることを目的とする。 

 

第２ 建築物等における木材の利用促進の意義と効果 

建築物等において、木材の利用を拡大することは、地域の林業・木材産業の持続性を高め、森

林の適正な整備、森林の有する多面的機能の持続的な発揮や山村をはじめとする地域の経済の

活性化にも資するものである。 

   公共建築物は多くの市民が利用する施設であり、木造化・内装等の木質化を図ることにより、

市民に対して「木との触れ合い」、「木の良さを実感する」機会を広く提供することが可能とな

る。 

   また、近年は、木造建築物に関する耐震性能や防耐火性能等の技術革新、建築基準の合理化等

が進み、建築物において木材を利用できる環境が整いつつある。 

このような状況から、市が整備する公共建築物のみならず、民間建築物を含め建築物全体にお

ける木材の利用を促進することは、木材需要の拡大という直接的な効果はもとより、炭素の貯蔵

を通じた脱炭素社会の実現、快適な生活空間の形成等に大きく貢献することが期待される。 

 

第３ 建築物等における木材の利用促進のための施策に関する基本的事項 
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１ 木材の利用を促進する建築物 

木材の利用を促進する建築物は、法第２条第１項に規定する建築物とし、市が木材の利用に取

り組む公共建築物は、法第２条第２項各号及び法施行令（平成 22 年政令第 203 号）第１条各号

に掲げる建築物とする。 

 ２ 建築物等における木材の利用の促進のための施策の具体的方向 

(1)  公共建築物等における木材の利用の促進 

ア 市が整備する公共の用又は公用に供する建築物 

   広く市民に利用される学校、社会福祉施設（児童福祉施設、老人福祉施設等）、病院又は

診療所、運動施設（体育館等）、社会教育施設（公民館等）、その他の施設については、可能

な限り木材の利用に取り組む。 

イ 市以外の者が整備する(1)に準ずる建築物 

      市以外の者が整備する(1)に準ずる公共性の高い建築物については、市は可能な限り木材

が利用されるよう働きかけるものとする。 

   ウ 建築物以外の木材利用の促進 

公共建築物で使用される備品等について、機能上支障のないものは、木材を原材料とす 

るものの利用を促進するほか、木質バイオマスを燃料とする機器等の導入も併せて促進す

るものとする。 

また、公共工事における資材について、機能、管理及び安全上支障のないものについては

木材の利用を促進する。 

(2)  民間事業者が整備する建築物 

民間事業者が整備する建築物については、市は可能な限り木材が利用されるよう働きか

けるものとする。 

(3)  木材の利用の促進の普及啓発 

市は、木材の利用について市民の関心と理解を深めるため、関係団体等と連携し、木材利

用促進の日（毎年 10 月８日）及び木材利用促進月間（毎年 10 月）において、木材の良さや

木材の利用の意義について情報発信等に取り組むよう努めるものとする。 

 

第４ 市が整備する公共建築物等における木材の利用目標 

第３の２(1)ア及びイの木材の利用を促進すべき公共建築物のうち、原則２階建て以下の公共

建築物について、新築・増築又は改築を行う場合は、可能な限り木造化を図ることを目標とする。 

ただし、建築基準法その他の法令に基づく基準において、耐火建築物とすること又は主要構造

部を耐火構造とすることが求められていない建築物及び当該建築物に求められる機能等の観点

から、木造化になじまない又は木造化を図ることが困難であると判断されるもの以外の建築物

とする。 

また、内装等の木質化を図ることが可能な部分については、状況に応じ木質化を推進するもの

とする。 

なお、公共建築物等において利用する木材は、原則として市内産の利用に努めるものとする。 

 

第５ 建築物の整備の用に供する木材の適切な供給の確保に関する基本的事項 

建築物における木材の適切な供給の確保を図るため、行政や関係者（森林所有者、林業従事者、
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森林組合、木材製造業者等）が連携して、林内路網の整備、林業機械の導入、施業の集約等によ

る林業の生産性の向上や、市場の多様なニーズに応じた木材を供給するための流通・加工の体制

の整備等に努めるものとする。 

 

第６ その他の事項 

１ 公共建築物等の整備においてコスト面等で考慮すべき事項 

公共建築物等の整備において木材を利用するに当たっては、市の財政計画を尊重し、設計上の

工夫や効率的な調達等によって、建築コストの低減に努めるものとする。 

また、公共建築物等を整備するに当たり、建設自体に伴うコストにとどまらず、維持管理及び

解体・廃棄等のコストについても考慮した上で木材の利用に努めるものとする。 

２ 建築物等における木材の利用の推進体制 

建築物等における木材の利用の促進を効果的に進めていくため、行政機関、林業・木材産業等

の関係団体が一体となり、木造化・内装等の木質化の推進に必要な情報収集・提供を行い、必要

に応じて木材の利用推進に関する会議を開催し、取組の強化に努めるものとする。 

   

 

附 則 

この基本方針は、令和６年３月 22日から施行する。 

  


